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■豪州のインフレ率推移
（2017年12月末～2023年12月末、予想値含む）

◼ RBAは、景気対策として実施してきた量的金融緩和の終了を決定。インフレ率の動向を注視しつつ、利上
げには依然慎重姿勢

◼ オミクロン株の感染拡大がピークを越え、今後は消費拡大と失業率低下が期待され経済は回復傾向

◼ 経済や資源価格の良好な見通しが豪ドルを下支え

豪州準備銀行、量的金融緩和を終了へ。利上げには慎重姿勢

UBSアセット・マネジメント株式会社

オーストラリア債券投資のヒント

～回復が進む豪州経済、豪ドルは堅調地合いに～

出所：リフィニティブ、RBA
上記は過去のデータおよび資料作成現時点の見通しであり、将来の市場動向を示唆あるいは保証するものではありません。

豪州経済は回復へ

⚫ 豪州準備銀行（RBA)は、2月1日の政策決定会合
で、コロナ禍で落ち込んだ景気対策として週40億豪
ドル（約3,250億円）ペースで実施してきた債券購入
プログラムを打ち切ることを決定しました。

⚫ 世界的なサプライチェーン（供給網）の目詰まりとエ
ネルギー価格の高騰によって、主要国の多くでイン
フレ率が上昇する中、豪州国内でもインフレ率が政
府の目標範囲（2％-3％）を超えて上昇しているこ
と、雇用環境が改善していることなどから、金融緩
和終了へと舵を切った形です。

⚫ 一方で、引き続き景気への配慮から、政策金利は
過去最低の0.10％に据え置き、インフレ率が2％～
3％の目標範囲内に持続的に収まるまで利上げを
行わないことを強調しました。

⚫ RBAは、基調インフレ率は今後数四半期で3.75％-

3.25％程度に上昇した後、2023年にかけて2.75％
程度に鈍化すると予想しています。しかし、インフレ
率が目標レンジ内に持続的に収まると結論付ける
には時期尚早であるとして、注視する姿勢を示して
います。

⚫ 豪州の経済成長率は今後力強く改善していくもの
と見込まれます。

⚫ 新型コロナウイルス・ワクチンの接種率が比較的
高く、政府は今後ロックダウン（都市封鎖）を回避す
る意向を示しています。また、家計の貯蓄率も高水
準であり今後消費は回復に向かうとみられます。

⚫ GDP成長率見通しに関しては、RBAは新型コロナ
ウイルス・オミクロン株の影響で2022年末の成長
予想を引き下げて4.25%（以前の予想は5.5％）と
したものの、依然として強気の見方を維持していま
す。
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新規感染数（日本）：左軸

新規感染者（豪州）：左軸

3回目接種者（豪州）：右軸

3回目接種者（日本）：右軸

（年/月）

（人/１00人あたり）（万人）

■新型コロナウイルス感染者・ワクチン3回目接種者状況
（2020年12月末～2022年2月16日）

（年/月）

■豪州の政策金利と国債利回り推移
（2019年12月末～2022年2月15日）（％）

RBA見通し
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経済や資源価格の良好な見通しが豪ドルを下支え

（年/月）

■豪ドルの推移 （2019年12月末～2022年2月18日）

出所：リフィニティブ、RBA 上記は過去のデータおよび資料作成時点の見通しであり、将来の市場動向を示唆あるいは保証するものではありません。
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■豪州の失業率と雇用者数推移
（2015年4月～2021年12月）

（%） （万人）

（Point2 続き）

⚫ 一方で、コロナウイルスの新たな株の発現など今後の感染状況がインフレ率など経済に与える影響につい
ては引き続き注視が必要と思われます。「Withコロナ」で先行している欧米の例からみると、労働市場の
ひっ迫と供給制約が長期化する可能性もあります。

⚫ 雇用状況については、労働市場のひっ迫から、豪州の失業率は今後数カ月で4％を下回ると予想されてい
ます。インフレ率の上昇傾向もあいまって今後は賃金の上昇が期待されています。

⚫ 豪ドルは今年に入り、米国株安や金利上昇を受け
た米ドル高などを背景に下落しました。

⚫ 足元では、米国とロシア間の緊張が高まり市場の変
動性が高まる中、豪ドルは相対的に堅調に推移して
います。

⚫ 豪州、中国の景気や資源価格見通しは良好なこと
から、今後はRBA の金融政策正常化の行方を睨み

ながらも、豪ドルは再び堅調地合いを取り戻すこと
が期待されます。

⚫ 特に足元で石炭や液化天然ガスの価格が大きく上
昇しており、エネルギー価格の上昇が資源国通貨
である豪ドルを支える展開が期待されます。

⚫ ロシア・ウクライナ情勢の緊迫化によりリスク資産の
調整が予想されますが、エネルギー価格のいっそう
の上昇は豪ドルの支援材料となるとみられます。
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■豪州のGDP成長率
（2018年12月～2023年12月、前年同期比、予想含む）
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